
東京カンテイ プレスリリース / 全国新築マンション分譲戸数                         2023 年 1 月 31 日 

 

お問い合わせ先： （株）東京カンテイ 市場調査部 

※本記事の無断転用を禁じます 

 
 
 
 
 

●首都圏（1都3県） 

2022 年は価格の高騰や物価上昇を受けて供給が絞り込まれ、分譲戸数は減少に転じた。首都圏全体で

は同年 41,732 戸（速報値）が供給され、前年比 7.7％（－3,500 戸）減少した。2 年連続でかろうじて 4 万戸

台は維持したものの、コロナ前である 2019 年の分譲戸数には及ばなかった。都県別に見ると、東京都は

22,668 戸で前年比 12.1％減少、神奈川県は 9,943 戸で 14.9％減少した。一方で、埼玉県は 5,021 戸で

33.9％増加、千葉県は 4,100 戸で 2.3％増加した。価格高騰による立地の郊外化が見られた。 

●近畿圏（2府4県） 

2022 年は近畿圏全体では 17,116 戸で、前年比 19.1％（－4,038 戸）と大きく減少した。府県別では、大阪

府は 10,188 戸で 14.6％減少、兵庫県は 3,787 戸で 30.1％減少、京都府は 1,999 戸で 24.4％減少となっ

た。その他の県では奈良県が 239 戸で－16.4％、滋賀県が 788 戸で－0.6％とともに減少する中、和歌山

県が 115 戸で＋49.4％と増加した。大阪市内のタワーマンション供給は継続しているが、インバウンド投資

の戻りが弱く、供給戸数自体は減少傾向となっている。 

●中部圏（東海4県） 

2022 年は中部圏全体では 7,841 戸で、前年比 3.8％（－308 戸）と減少した。各県別では、愛知県は 6,827

戸で 2.3％減少、岐阜県は 196 戸で 46.2％減少、三重県は 517 戸で 120.0％増加、静岡県は 301 戸で

46.2％減少で、三重県のみ増加した。中部圏の戸数減少は前年比大きく増加した 2021 年の反動という側

面はあるが、直近 5 年間では愛知県や中部圏の供給戸数は低い水準にあるとは言えない。 

※2022 年の数値は速報値。2021 年の数値は確定値として前年調査から修正した。2022 年の確定値は 7 月に公表する。 

東京カンテイ 「マンション・一戸建て住宅データ白書 2022」発表  

   

 


